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コア業務純益…34億円

利回り低下による資金運用収益の減少に加えて、新基幹
系システムへの移行にともなう経費の増加などにより、コ
ア業務純益は前年同期比18億円減少し、34億円となりま
した。
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■ コア業務純益の推移
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経常利益…37億円　中間純利益…17億円

　経常利益は、資金運用収益の減少、経費の増加などのほ
か、不良債権処理額の増加を要因として、前年同期比４億
円減少し、37億円となりました。
　以上に加えて、税金費用の増加により、中間純利益は前
年同期比13億円減少し、17億円となりました。
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■ 経常損益と中間純損益の推移
（単位：億円）
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自己資本比率（単体）…11.90％　TierⅠ比率（※）（単体）…11.21％

銀行の安全性・健全性を示す自己資本比率は、前年同期
末比0.11ポイント上昇し、11.90％となり、国内基準行
に求められる４％を大きく上回っております。

また、TierⅠ比率は、11.21％となっており、地銀平均
に比べ高い水準を維持しております。

自己資本の内訳についても、劣後債等による調達は行っ
ておらず、TierⅠは普通株と資本剰余金による構成となっ
ており、健全性は十分に保たれております。

用
語
解
説

【TierⅠ比率とは？】
自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金等の基本的項目（TierⅠ）

と、劣後債、一般貸倒引当金等の補完的項目（TierⅡ）で構成されています。
TierⅠ比率とは、基本的項目のみで算出した比率で、一般的にこの比率が高
い場合「自己資本の質が高い」と言われております。
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TierⅠ比率 TierⅠ比率地銀平均（注）
単体自己資本比率地銀平均（注）

（注）地銀平均は国内基準を採用している54行の平均＜地銀協資料＞
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■ 自己資本比率（単体）・TierⅠ比率（単体）の推移
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格付け（※）…Ａ＋

当行は、日本格付研究所（JCR）から長期優先債務について
格付けランクの上位に位置する「Ａ+」を取得しております。
「Ａ」は、「債務履行の確実性は高い」と定義されており、当

行の財務内容の健全性が評価されていることを示しております。

用
語
解
説

【格付け】
格付けとは企業が発行する債券が「約束通りに元本および利息が支払われ

る確実性の程度」を利害関係のない第三者（格付け会社）が判断し、その結
果を簡潔な記号にしたものです。

なお、このランクが上位に位置するほど安全性が高いとされています。
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収益・安全性・健全性
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■ 
＜平成22年6月末＞

秋田県内シェア（金融機関別）

その他
9.0％

他行
40.3％

当行
50.7％

●他行・・・・・・・・都銀・地銀・第二地銀
●その他・・・・・信用金庫・信用組合　 ［資料：預金・貸出金一覧〈日本金融通信社〉ほか］　　

■ 貸出先別 ■ 県内外別

その他
3,079億円
（21.8％）

地方公共団体向け
2,966億円
（21.0％）

個人向け
3,291億円
（23.4％）

中小企業向け
4,764億円
（33.8％）

中小企業等
向け貸出金
57.1％ 秋田県外向け

3,970億円
（28.2％）

秋田県内向け
10,130億円
（71.8％）

■ 
＜平成22年6月末＞

その他
9.1％

他行
35.9％

当行
55.0％

秋田県内シェア（金融機関別）

●他行・・・・・・・・都銀・地銀・第二地銀
●その他・・・・・信用金庫・信用組合
●譲渡性預金は含まれておりません。［資料：預金・貸出金一覧〈日本金融通信社〉ほか］

預金の状況

貸出金の状況

個人預金、法人預金のほか、地方公共団体からの預金な
ども好調に推移し、預金・譲渡性預金の平成22年９月末
残高は、前年同期末比813億円増加し、２兆2,616億円
となりました。

預金残高の県内における当行シェア（平成22年６月末）
は、55.0％と高い水準を維持しております。

■ 預金残高 預金・譲渡性預金 うち個人預金

平成21年9月末 平成22年9月末

（単位：億円）
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■ 預金者別 ■ 県内外別

その他
 2,793億円
（12.4％）

法人
4,708億円
（20.8％）

個人
15,115億円
（66.8％）

秋田県外
2,245億円
（9.9％）

秋田県内
20,371億円
（90.1％）

主に地方公共団体向け貸出が順調に推移した結果、貸出
金の平成22年９月末残高は、前年同期末比171億円増加
し、１兆4,100億円となりました。

貸出金残高の県内における当行シェア（平成22年６月
末）は、50.7％と高い水準を維持しております。
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貸出金 うち中小企業等向け貸出金■ 貸出金残高

0

預金・貸出金の状況
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預り資産の状況

不良債権の状況

平成22年９月末の不良債権（金融再生法開示債権
ベース）は、前年同期末比20億円減少し、601億円
となりました。

また、不良債権発生への備えとなる貸倒引当金およ
び担保・保証による保全額は、528億円で、保全率
は87.93％です。

仮に、これらがすべて回収不能となった場合、追加
的な不良債権処理費用は73億円ですが、「利益剰余
金」（912億円）だけでも十分対応可能です。

（注）公共債、投資信託、生命保険などの金融商品を総称して「預り資産」と呼んでおります。また、個人年金保険、一時払終身保険を総称して「生命保険」と呼んでおります。

（注）	1　単位未満四捨五入
	 2　保全率＝（D）÷（A）×100

平成20年
9月末

平成21年
9月末

平成22年
9月末

平成20年
9月末

平成21年
9月末

平成22年
9月末

平成20年
9月末

平成21年
9月末

平成22年
9月末

公共債残高 うち秋田県内残高

公共債残高
投資信託残高 うち秋田県内残高

投資信託残高
生命保険残高 うち秋田県内残高

生命保険残高
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破産更生債権及び
これらに準ずる債権
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（単位：億円） （％）

 金融再生法開示債権残高・比率
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5.38％ 5.26％

4.41％ 4.22％

金融再生法開示債権に対する保全の状況� （単位：億円）

区　分 残高
（A）

保全
（B＋C）＝（D） 保全率（％）担保・保証等（B）貸倒引当金（C）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 228 228 53 175 100.00

危険債権 368 299 234 64 81.16

要管理債権 5 2 2 0 39.92

合　計 601 528 289 240 87.93

■金融再生法開示債権の状況� （平成22年9月末現在）

正常債権
1兆3,626億円
（95.8％） （1.6％）

（0.1％）

（2.5％）

預り資産・不良債権の状況
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自己査定（※）結果と開示基準別比較表

当行では、一層の経営の透明性確保のため、「自己査
定における債務者区分別」（破綻先、実質破綻先、破綻
懸念先、要注意先、正常先）の開示を行っております。

これら「自己査定結果と開示基準別比較表」は次の
とおりです。

用
語
解
説

【自己査定】
自己査定とは、当行が保有する資産を個別に検討して、回収の危険

性または価値の毀損の危険性の度合いにしたがって分類区分するとと
もに、金融再生法開示債権等を開示するための基礎となるものです。
具体的には、お取引先について、その財務状況、資金繰り、収益力等
により返済能力を判定し、その状況により「正常先」、「要注意先」（要
管理先と要管理先以外の要注意先）、「破綻懸念先」、「実質破綻先」、「破綻
先」に区分し、担保や保証等の状況を勘案のうえ債権の分類を行います。

用
語
解
説

〈債務者区分〉 〈分類区分〉 〈リスク管理債権〉
【破綻先】

破産、民事再生等により、経営破綻に陥っているお取引先
【実質破綻先】

法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、
深刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがないと認められ
る等、実質的な経営破綻に陥っているお取引先
【破綻懸念先】

現状、経営難の状況にあり、今後、経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められるお取引先
【要管理先】

要注意先のうち、3ヵ月以上延滞または貸出条件を緩和してい
る（金融再生法開示債権のうち要管理債権に該当する）お取引先
【要管理先以外の要注意先】

今後の管理に注意を要するお取引先
【正常先】

業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段問題がないと
認められるお取引先

【非分類】
回収の危険性または価値の毀損の危

険性について問題のない資産
【Ⅱ分類】

債権保全上の諸条件が満足に充たさ
れないため、あるいは信用上疑義が存
する等の理由により、その回収につい
て通常の度合を超える危険性を含むと
認められる債権等の資産
【Ⅲ分類】

最終の回収または価値について重大
な懸念が存し、したがって損失の発生
の可能性が高いが、その損失額につい
て合理的な推計が困難な資産
【Ⅳ分類】

回収不能または無価値と判定される
資産

【破綻先債権】
自己査定結果等に基づき未収利息を収益不

計上とした貸出金のうち、民事再生等の法的手
続きが取られているか、または手形交換所の取
引停止処分を受けたお取引先に対する貸出金
【延滞債権】

自己査定結果等に基づき未収利息を収益不
計上とした貸出金のうち、「破綻先債権」に
該当しない貸出金
【3ヵ月以上延滞債権】

元金または利息の支払いが、3ヵ月以上滞っ
ている貸出金（破綻先債権・延滞債権を除く。）
【貸出条件緩和債権】

経済的困難に陥ったお取引先の再建・支援
をはかるために、金利減免や返済方法の変更
等を行っている貸出金（破綻先債権・延滞債
権・3ヵ月以上延滞債権を除く。）

資産内容の開示における基準別比較表（平成22年9月末）【単体】� （単位：億円／単位未満四捨五入）

合計
14,209 13,377 764 68 ─ 合計

14,227
合計
595

リスク管理債権
〈対象：貸出金〉

破綻先債権　67

延滞債権
523

3カ月以上延滞債権　─ 合計
595貸出条件緩和債権　5

不良債権比率　4.22％

（部分直接償却した場合）
不良債権比率　3.03％

不良債権比率　4.22％

（部分直接償却した場合）
不良債権比率　3.02％

自己査定における債務者区分別（償却後）
〈対象：総与信 （注）〉 金融再生法に基づく開示債権

〈対象：総与信 （注）〉非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破綻先　67 57 11 ─ ─ 破産更生債権及び
これらに準ずる債権

228実質破綻先
160 129 32 ─ ─

破綻懸念先
367 204 94 68 危険債権

368

要注意先
1,167

要管理先
9

540 627

要管理債権
5

小計
601

正常債権
13,626

要管理先
以外の

要注意先
1,159

正常先
12,447 12,447

（注）総与信：貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返
なお、銀行保証付私募債の時価18億円は「金融
再生法に基づく開示債権」に含めておりますが、
「自己査定における債務者区分別（償却後）」には
含めておりません。

資産内容の開示
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